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能代市の給与・定員管理等について

１１１１ 総括総括総括総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

（参考）住民基本

区 分 台帳人口 歳 出 額 実質収支 人 件 費 人件費率 前年度の

年度末 Ａ Ｂ Ｂ／Ａ 人件費率（ ）

20年度 人 千円 千円 千円 ％ ％

61,416 23,586,992 339,618 4,761,028 20.2 21.0

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（参考）給 与 費 一人当たり

類似団体平均１人区 分 職員数 給 料 職員手当 ･ 計期 末 勤 勉 手 当 給与費

当たり給与費Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

20年度 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

539 2,131,385 290,915 840,829 3,263,129 6,054 6,397

（注）１ 職員手当には退職手当を含みません。

２ 職員数は平成20年4月1日現在の人数です。

（３）ラスパイレス指数の状況（平成21年4月1日）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。
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２２２２ 職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成21年4月1日現在）

ア 一般行政職

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

（ ）国家公務員ベース

能代市 42.3歳 321,678円 372,116円 350,609円

秋田県 43.8歳 341,319円 405,640円 382,138円

国 41.5歳 325,521円 － 391,770円

類似団体 43.9歳 338,592円 398,310円 370,103円

イ 技能労務職

公 務 員 民 間

区 分 平均 平均給料 平均給与 平均給与月 対応する民間 平均 平均給与

年齢 月額 月額 額（国家公 の類似職種 年齢 月額

）務員ベース

能代市 51.3歳 331,775円 353,655円 346,876円 － － －

うち清掃員 56.8歳 366,150円 387,756円 382,025円 廃棄物処理業 44.2歳 299,900円

従業員

うち用務員 50.3歳 322,689円 354,756円 345,560円 用務員 54.5歳 214,000円

うち運転手 52.4歳 340,633円 394,648円 364,550円 自家用乗用自 52.1歳 219,400円

動車運転手

秋田県 48.3歳 320,732円 361,946円 345,375円 － － －

国 49.2歳 285,548円 － 322,737円 － － －

類似団体 48.4歳 311,057円 340,898円 327,925円 － － －

参 考

区 分 年収ベース（試算値）の比較

公務員 民 間

能代市 － －

うち清掃員 6,345,073円 4,156,100円

うち用務員 5,722,550円 3,027,000円

うち運転手 6,285,659円 3,000,100円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています （平成18年～20年の平均）。

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致している

ものではありません。

※賃金構造基本統計調査の民間データには、雇用期間の定めの有無にかかわらず、短時間労働者の正社員・正職員以

外の者も含んでいます （能代市のデータは正職員のみ対象）。

※年収ベースの「公務員」及び「民間」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前

年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。
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ウ 高等学校教職員

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

能代市 43.3歳 375,929円 415,731円

秋田県 42.4歳 371,337円 417,992円

類似団体 43.8歳 375,630円 430,975円

（注）１ 表ア一般行政職、表イ技能労務職、表ウ高等学校教職員関係

「平均給料月額」とは、平成21年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの全ての諸手

当込みのものです。

２ 表ア一般行政職、表イ技能労務職関係

「国家公務員ベース」とは、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当などの手当が含

まれていないことから、比較のため同じ手当を対象に再計算したものです。

（２）職員の初任給の状況（平成21年4月1日現在）

区 分 能代市 秋田県 国

一般行政職 大学卒 172,200円 168,756円 172,200円

高校卒 140,100円 137,298円 140,100円

技能職 高校卒 140,100円 134,456円 －

中学卒 126,800円 － －

労務職 中学卒 122,400円 － －

（注）秋田県の初任給は、給与抑制措置後（△２％）の数値です。

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成21年4月1日現在）

経験年数区分 10年以上 15年以上 20年以上

15年未満 20年未満 25年未満

一般行政職 大学卒 277,300円 313,000円 351,300円

高校卒 237,300円 274,900円 311,100円

技能労務職 高校卒 212,700円 － 281,400円

中学卒 － 235,800円 264,300円

（注）採用前に民間企業などで勤務した期間については、換算したうえで経験年数に加えています。
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３３３３ 一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員等級別職員等級別職員等級別職員等のののの状況状況状況状況

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成21年4月1日現在）

区分 標準的な職 職員数 構成比

務内容

７級 部長 8人 2.2％

６級 課長 42人 11.3％

５級 課長補佐 24人 6.4％

４級 係長、 74人 19.8％

課長補佐

３級 係長、主査 162人 43.4％

２級 主任 32人 8.6％

１級 主事 31人 8.3％

（注）１ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

２ 職員数は、能代市の給与条例に基づく給料表の級区分によります。

（２）昇給への勤務成績の反映状況

新たな評価制度導入までの措置として全員「Ｃ（良好 」の昇給区分と評定する。ただし、懲戒処）

分、矯正措置、要勤務日のうち一定割合を勤務しない者、欠勤、勤務成績が良好でないと客観的な事

実があり、注意、指導等を受けたにもかかわらず同様の事実が繰り返しみられた場合などの昇給区分

はＤまたはＥの下位の区分に評定。
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４４４４ 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

（１）期末手当・勤勉手当

能代市 秋田県 国

１人当たり平均支給額 20年度 １人当たり平均支給額 20年度 －（ ） （ ）

1,549千円 1,800千円

（20年度支給割合） （20年度支給割合） （20年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.90月分 1.45月分 2.90月分 1.45月分 3.00月分 1.50月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の等級に 職制上の段階、職務の等級に 職制上の段階、職務の等

よる加算措置 よる加算措置 級による加算措置

・役職加算 5～15％ ・役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％

・管理職加算 15～25％ ・管理職加算 10～25％

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況

評定者の評価及び基準により、ＡからＥの５段階の評価を行い、勤勉手当の成績率に反映。

（２）退職手当（平成21年4月1日現在）

能代市 国

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

支 勤続20年 23.50月分 30.55月分 23.50月分 30.55月分

給 勤続25年 33.50月分 41.34月分 33.50月分 41.34月分

率 勤続35年 47.50月分 59.28月分 47.50月分 59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分 59.28月分 59.28月分

その他の加算措置 ・定年前早期退職特例 ・定年前早期退職特例

（2～20％） （2～20％）

１人当たり平均支給額 23,607千円 －

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。
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（３）特殊勤務手当（平成21年4月1日現在）

支給実績（平成20年度決算） 2,817千円

支給職員一人当たり平均支給年額（平成20年度決算） 52,167円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成20年度） 9.0％

手当の種類（手当数） ８種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給単価

市税徴収業務 市税の徴収及び滞納処分 市税の徴収業務 月額4,000円

手当 に関する業務に従事する

職員

福祉事務現業 福祉事務の現業又は指導 福祉事務の現業又は指導監督 月額6,000円

手当 監督を行う職員

防疫作業手当 消毒作業に従事した職員 感染症の疑いのある患者の救護又 日額1,000円

は汚染物件の消毒処理作業

行旅死亡人取 行旅死亡人の取扱いに従 行旅死亡人の取扱い 日額3,000円

扱手当 事した職員

手術作業手当 手術作業に従事した職員 手術作業 １件につき手術料

（医師） の50/100（１件の

手術が100点以下

の場合を除く）

往診作業手当 往診作業に従事した職員 往診作業 １件につき往診料

（医師） の100/100

教育業務連絡 商業高校教諭のうち、教 当該担当に係る業務 日額 200円

指導手当 務主任、学年主任、生徒

指導主事その他の教育に

関する業務についての連

絡調整、指導助言等に当

たる主任等

教員特殊業務 商業高校教員 学校の管理下において行う緊急業 日額6,000円

手当 務 ～6,400円

修学旅行 林間学校 臨海学校等(学 日額3,400円、 、

校が計画し 実施するものに限る )、 。

において生徒を引率して行う指導

業務で宿泊を伴うもの

対外運動競技等において生徒を引 日額3,400円

率して行う指導業務で宿泊を伴う

もの又は週休日等に行うもの

学校の管理下において行われる部 日額2,400円

活動における生徒に対する指導業

務で週休日等に行う業務

入学試験における受験生の監督、 日額1,800円

採点又は合否判定の業務で週休日

等に行う業務
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（４）時間外勤務手当

支給総額（平成20年度決算） 85,306千円

職員１人当たり平均支給年額 142千円

※時間外勤務手当の額に休日勤務手当を含みます。

職員１人当たり平均支給年額は、支給実績を平成20年4月1日現在の公営企業を除く職員数で割った数です。

（５）その他の手当（平成21年4月1日現在）

国との 支給実績 支給職員一人当た

手当名 内容及び支給単価（月額） 異同 （20年度決算） りの支給年額

（20年度決算）

扶養手当 配偶者 13,000円

配偶者以外 6,500円

（配偶者がいない場合１人目 同 69,608千円 224,543円

11,000円）

（15歳に達する日後最初の4/1から

22歳に達する日後最初の3/31まで

の子 5,000円加算）

住居手当 借家の場合の支給限度額 27,000円

自家の場合の支給額 同 25,898千円 186,316円（新築または購

2,500円入の日から５年以内に限る）

（商業高校教員の自家の場合 教員

3,000円 自家異）

通勤手当 交通機関利用 実費

限度額55,000円 同 28,858千円 68,874円（ ）

自動車等利用 2,000円～24,500円

商業高校教員2,000円～38,100円 教員異（ ）

管理職手当 部長級 53,100円

次長級 41,500円

課長級 33,200円 － 45,813千円 420,303円

課長補佐 23,800円

22,200円

施設長 18,500円

寒冷地手当 扶養親族のいる職員 17,800円

（11月から翌 扶養親族のいない世帯主 10,200円 同 38,857千円 66,535円

年3月まで） その他 7,360円

※商業高校教員は秋田県の制度と同じです。
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（平成21年4月1日現在）５５５５ 特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況

給料月額等

区 分 能代市 （参考）類似団体における

最高／最低額

給 市 長 860,000円 1,007,000円／579,600円

料 副市長 708,000円 817,000円／552,000円

報 議 長 425,000円 690,000円／359,800円

酬 副議長 378,000円 620,000円／295,800円

議 員 361,000円 560,000円／273,500円

期 市 長 （20年度支給割合）

末 副市長 3.25月分

手 議 長 （20年度支給割合）

当 副議長 3.20月分

議 員

退 算定方式 １期の手当額 支給時期

職 市 長 860,000円×在職月数×0.47 1,940万円 任期毎

手 副市長 708,000円×在職月数×0.28 952万円 任期毎

当 備 考 秋田県から派遣されている副市長には退職手当は支給され

ません。

（注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた

場合の退職手当の見込額です。
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６６６６ 職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

区 分 職員数 対前年 主な増減理由

部 門 20年 21年 増減数

議 会 7人 7人

普 総務企画 112人 110人 △2人 事務の統廃合縮小（△4）

業務増（1）

通 その他（1）

税 務 30人 29人 △1人 事務の統廃合縮小（△1）

会 民 生 105人 99人 △6人 事務の民間委託（△7）

業務増（1）

計 衛 生 41人 39人 △2人 事務の統廃合縮小（△2）

農林水産 30人 26人 △4人 事務の統廃合縮小（△4）

商 工 28人 26人 △2人 事務の統廃合縮小（△1）

その他（△1）

土 木 47人 44人 △3人 事務の統廃合縮小（△3）

計 400人 380人 △20人 （参考）

人口1万人当たり職員数 61.87人

（類似団体の職員数 58.86人）

教 育 139人 129人 △10人 事務の統廃合縮小（△4）

その他（△10）

業務増（4）

小 計 539人 509人 △30人 （参考）

人口1万人当たり職員数 82.88人

（類似団体の職員数 80.16人）

公 病 院 2人 1人 △1人 その他（△1）

営会 水 道 14人 12人 △2人 事務の統廃合縮小（△2）

企計 下 水 道 14人 13人 △1人 事務の統廃合縮小（△1）

業部 そ の 他 38人 38人

等門 小 計 68人 64人 △4人

合 計 607 573 △34 人口1万人当たり職員数 93.30人人 人 人
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（２）年齢別職員構成の状況（平成21年4月1日現在）
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（３）定員管理（集中改革プラン）の数値目標及び進捗状況

ア 定員管理の数値目標

始期 終期 純減数 純減率

平成１７年４月１日 平成２２年４月１日

人 人 人 ％

６７３ ５８９ ８４ 12.5

イ 定員管理の年次別進捗状況（実績）

区分 17年 18年 19年 20年 21年 増減の計 （参考）

部門 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 （進捗） 数値目標計画始期

一般行政 職員数 449 438 425 400 380 398

増減 － △11 △13 △25 △20 △69 △51

（ ）135.3％

教 育 職員数 163 153 147 139 129 130

増減 － △10 △6 △8 △10 △34 △33

（ ）103.0％

公営企業 職員数 61 63 63 68 64 61

等会計 増減 － 2 0 5 △4 3 0

（－）

計 職員数 673 654 635 607 573 589

増減 － △19 △19 △28 △34 △100 △84

（ ）119.0％

（注）１ 計画期間は、17年～22年の５年間です。

２ （ ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示しています。

３ 増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降の職員増減数の

累計を示しています。
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７７７７ 公営企業職員公営企業職員公営企業職員公営企業職員のののの状況状況状況状況

（１）水道事業

１）職員給与の状況

ア 決算

純損益また 総費用に占める （参考）

区 分 総費用 は実質収支 職員給与費 職員給与費比率 19年度の総費用に占

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ める職員給与費比率

20年度 千円 千円 千円 ％ ％

781,174 8,044 73,915 9.4 11.1

（参考）給 与 費 一人当たり

市町村平均１人当区 分 職員数 給 料 職員手当 ･ 計期 末 勤 勉 手 当 給与費

たり給与費Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

20年度 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

13 46,440 9,683 17,792 73,915 5,685 6,781

（注）１ 職員手当には退職給与金を含みません。

２ 職員数は平成21年3月31日現在の人数です。

２）職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（21年4月1日現在）

平均年齢 基本給 平均月収額

能代市公営企業 41.0歳 315,975円 358,087円

団体平均 45.6歳 370,362円 564,094円

（注） 平均月収額には期末・勤勉手当等を含みます。

３）職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

能代市公営企業 能代市（一般行政職等）

（ ） （ ）１人当たり平均支給額 20年度 １人当たり平均支給額 20年度

1,483千円 1,549千円

（20年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

一般行政職等と同じ 2.90月分 1.45月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の等級に

よる加算措置

・役職加算 5～15％



- 13 -

イ 退職手当（平成21年4月1日現在）

能代市公営企業 能代市（一般行政職等）

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

支 勤続20年 23.50月分 30.55月分

給 勤続25年 33.50月分 41.34月分

率 勤続35年 一般行政職等と同じ 47.50月分 59.28月分

最高限度額 59.28月分 59.28月分

その他の加算措置 ・定年前早期退職特例

（2～20％）

１人あたり平均支給額 ４（２）へ掲載

ウ 特殊勤務手当（平成21年4月1日現在）

支給実績（平成20年度決算） 796千円

支給職員一人当たり平均支給年額（平成20年度決算） 72,363円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成20年度） 84.6％

手当の種類（手当数） １種類

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象職員 支給単価

企業手当 能代市給水条例に 給水に係る業務 給料の月額の100

基づく業務に従事 分の2

する職員

エ 時間外勤務手当

支給実績（平成20年度決算） 3,893千円

職員１人当たり平均支給年額 299千円

※時間外勤務手当の額に休日勤務手当を含みます。

職員１人当たり平均支給年額は、支給実績を平成20年4月1日現在の公営企業を除く職員数で割った数です。
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オ その他の手当（平成21年4月1日現在）

手当名 内容及び支給単価（月額） 国との 支給実績 支給職員一人当た

異同 （20年度決算） りの支給年額

（20年度決算）

扶養手当 配偶者 13,000円

配偶者以外 6,500円

（配偶者がいない場合１人目 同 1,809千円 266,125円

11,000円）

（15歳に達する日後最初の4/1から

22歳に達する日後最初の3/31まで

の子 5,000円加算）

住居手当 借家の場合の支給限度額 27,000円

自家の場合の支給額 同 972千円 324,000円（新築または購

2,500円入の日から５年以内）

通勤手当 交通機関利用 実費（限度額55,00

0円） 同 539千円 44,917円

自動車等利用 2,000円～24,500円

管理職手当 部長級 53,100円

次長級 41,500円

課長級 33,200円 同 824千円 274,667円

課長補佐 23,800円

22,200円

施設長 18,500円

寒冷地手当 扶養親族のいる職員 17,800円

（11月から翌 扶養親族のいない世帯主 10,200円 同 850千円 70,833円

年3月まで） その他 7,360円

４）定員管理の数値目標及び進捗状況

６（３）を参照


